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論文審査の結果の要旨 

 本論文は、労働者災害補償保険（以下「労災保険」という。）制度を、保険料負担者である事業主の視点から考

察するものである。 

 労働基準法（以下「労基法」という。）第８章は使用者の災害補償責任を規定するが、使用者が実際に補償を行

うことはほとんどなく、補償は労災保険制度によって行われる。労働者災害補償保険法（以下「労災法」とい

う。）に基づき、保険者である国から被災労働者に直接、保険給付が行われる。労基法と労災法の関係は、立法当

時は、労基法が災害補償の権利義務を定めた実体法で、労災法はそれを履行する手続法の地位にあり、労災法はい

わば労基法に従属する関係であった。1975年に労災法が実質上全面適用となり、労災保険制度が労災補償の役割を

全面的に担うことになると、労災補償の対象となるかどうかの判断は、国が労働者を保護すべき範囲という労災保

険制度の視点で行われると、申請者は考える。このことは保護範囲の拡大につながり、労働者保護の視点では評価

されるが、他方、使用者が災害補償責任を負う範囲が広がることを意味する。その結果、使用者の負担が拡大する

ことになり、申請者はこのことが問題であると考える。 

 労災保険制度において使用者は当事者でないとされる。もっとも、労災保険料を負担するのは事業主であり、労

災保険制度を支えているのは事業主である。申請者は、労災保険制度の継続的な維持の観点からは、保険料負担者

である事業主の負担の緩和という視点を持つことが必要であるとする。 

 

 本論文の構成と概要は、以下のとおりである。 

 「はじめに」及び「第１章 労災補償における労災保険制度の役割の変化が事業主に与えた影響」では、問題の

所在を指摘し、労災保険制度の展開を踏まえ、労災保険制度が拡大したことと、それによって使用者の負担が拡大

していることを明らかにする。 

 「第２章 個体側要因を有する精神障害に対する業務上認定の在り方と治ゆ判断に関する検討」では、労災保険

制度の拡大の例として、精神障害に対する労災認定の在り方を挙げ、検討する。とくに、現行認定基準により緩和

された既存疾病を有する労働者の業務上外認定の在り方を検討し、療養の経過の中で、どこまでを労災補償の対象

とすべきかを行政側が管理する必要があることや「補償範囲の限定」の検討が必要であるとする。 

 「第３章 労災給付受給者に対する労基法19条１項による解雇制限の解除要件に関する検討」では、労災保険制

度拡大により使用者の労基法19条１項の解雇制限の範囲も拡大したことを踏まえ、使用者の解雇制限解除について

検討を行う。当該論点は専修大学事件最高裁判決（2015年）により解決済ともいえるが、申請者は労災法19条の改

正経緯を踏まえつつ、最高裁判決を批判し、労災法19条を改正する立法措置が必要であることを述べる。 

 「第４章 労災保険料負担におけるメリット制の意義と効果に関する再検証」では、申請者が実施した特定事業

主に対する意識調査や厚生労働省の検討会における議論を用いて、メリット制の意義と効果を検証する。申請者

は、メリット制の目的として災害防止の意欲喚起を示すことが重要であるとし、現行のメリット制が事実上、保険

料の割引制度となっていることを批判し、メリット増減率を決める仕組みの見直しを提言する。 

 「第５章 保険料認定処分に対する不服申立等における特定事業主の手続保障の在り方と実効性に関する検討」

では、現行制度及びあんしん財団事件最高裁判決（2024年）を踏まえ、事業主に対する手続保障の在り方としては

不十分であること、また、労災保険料認定処分の取消訴訟等において、事業主が労災給付決定の支給要件を客観的



 

に満たさないことを主張できるだけでは、事業主の救済の実効性に欠けることを指摘する。申請者は、①労災給付

決定に至る経緯における事業主の関与の強化、②事業主に対する労災支給決定の有無に関する情報提供と説明機会

の付与、③支給要件該当性の事前審査制度の導入が必要であると提言する。 

 「おわりに」で、各章での検討結果とまとめを述べる。 

 

「大阪大学大学院法学研究科における学位論文に係る評価に当たっての基準について ２．３ 評価項目及び基

準」（以下「評価項目及び基準」という。）に基づき、本論文の評価を行う。 

 本論文は、労災保険制度を事業主の視点から検証するという点で独自性がある。「第３章」は労働法学で過去の

議論となりつつある解雇制限にかかる論点を扱い、それを新たな視点から検討している点で、「第４章」は労働法

学で議論の空白地帯となっているメリット制を対象としている点で、学術的にも意義がある。申請者は長年、社会

保険労務士として活動しているが、その労災保険実務と労働法理論を架橋した研究という点で高く評価できる。 

 また、本論文は、明瞭かつ平明に書かれている。 

 本論文は、労災法及び労基法に関する十分な全般的知識の下に、執筆されている。 

 以上のとおり、本論文は上記「評価項目及び基準」の評価項目を概ね満たすものである。 

本論文において申請者の主張が明確である一方、そのように主張する理由付けや根拠がやや弱いと感じられる部

分があった。また、申請者が実施した特定事業主に対する意識調査は、サンプル数が十分とはいえず、学術的厳密

性には疑義がある。もっとも前者については改善可能であり、後者についてもある程度の傾向を引き出すことに成

功している。本論文にはこのような課題があるが、それにより本論文の価値が損なわれるとまではいえない。 

最終試験の結果を踏まえ、本論文は、博士（法学）の学位授与に値すると判断する。 

 

 

 


